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要 点
• 原子力委員会が昨年１０月に原子力政策大綱を決定したことを受け、昨年

後半からその具体化の政策について議論。５、６月に報告がとりまとめられ
る予定。
– 文部科学省 科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会

• 高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究、ＲＩ・研究廃棄物処分の方策、ＩＴＥＲ計
画への取組等

– 経済産業省総合資源エネルギー調査会の電気事業分科会原子力部会
• 電力自由化の影響、第２再処理工場計画、高速増殖炉の研究開発体制、高レベル廃

棄物とＴＲＵ廃棄物の規制と事業推進等

• 原子力に関連する政府の審議
– 総合科学技術会議の科学技術政策

• 今年度から５カ年の第３次科学技術基本計画の下で資源を重点的に配分する戦略重
点科学技術等を選定

– 経済産業省のエネルギー政策
• 新・国家エネルギー戦略 エネルギー基本計画

– 環境省の環境基本計画政策

• 原子力機構の今後の事業を企画する上で重要なこれらの動きを与党におけ
る検討を含め紹介する。
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原子力政策大綱（平成17年10月）

のポイント
○核燃料サイクル政策の確認
• 直接処分を含む４つの「基本シナリオ」を、安全性、経済性、エネルギー安全保障、環境適

合性等の１０項目の視点で総合的な評価を実施。その結果、使用済燃料を再処理し回収さ
れるプルトニウム、ウラン等を有効利用することが基本方針と確認された。

○原子力発電と核燃料サイクルの将来シナリオ
・ エネルギー安全保障や地球温暖化防止の視点を踏まえつつ、エネルギー供給を適切に確

保していくためには、

原子力発電に２０３０年以後も、発電電力量の３０～４０％程度という現在
の水準程度か、それ以上の役割を期待。

• ２０３０年前後からは既設プラントを順次、改良型軽水炉で代替し、高速
増殖炉については、２０５０年頃から商業ベースでの導入を目指す。

• 中間貯蔵された燃料、使用済MOX燃料の処理は２０１０年頃から検討を
開始し六ヶ所工場の操業終了に十分に間にあう時期までに結論。
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FBR実用目標時期の変遷
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総合資源エネルギー調査会電気事業分科会
原子力部会

• 7月 第１回 原子力発電を取り巻く主要課題
• 8月 第２回 今後の原子力発電（軽水炉）技術開発の方向性

原子力分野の人材育成について
• 9月 第３回 既設原子力発電所の活用 立地振興策について

高速炉導入の道筋と新法人への期待
・ 10月 第４回 国と地方の関係 核不拡散と原子力平和利用（国際核管理構

想への対応） 世界のウラン資源需給の展望と我が国の対応
我が国原子力産業の国際展開

・ 11月 第５回 我が国原子力産業の国際展開
電力自由化と原子力発電(現状と課題)→自由化小委員会で審議

・ 12月 第６回 今後の核燃料サイクル実用化のシナリオ
核燃料サイクル技術・人材（高速増殖炉及び再処理）の現状
と課題

• 2月 第７回 高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル開発の官民役割分担の基本的考え方
• 2月 第8回 中間骨子案 出来
• 3月 第9回 原子力産業 ウラン鉱山開発
• 4月 第１０回 中間報告まとめ
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状況認識
諸外国における原子力発電回帰の動き
核不拡散の強化－「核燃料サイクル国」と「単なる原子力発電国」との
二分化
国際的な産業再編と寡占化

原子力政策立案の基本方針
原子力政策は「国家戦略」であると同時に「個別現場施策」
中長期に亘る確固たる方針と「個別具体策の戦略的柔軟さ」の両立
開かれた公平な議論、国・電力・メーカの「三すくみ構造」からの脱却

原子力は
資源獲得競争時代のエネルギー安全保障戦略の要
地球温暖化対策の切り札

※ 詳細は、戦略調査レポート０６０４０７：経済産業省のエネルギー戦略・原子力
政策の中間とりまとめ（案）について 参照。

原子力部会中間骨子案（平成18年2月24日）

のポイント（基本的認識）
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原子力部会中間骨子案（平成18年2月24日）

のポイント（ＦＢＲと第２再処理工場）

• 「ポストもんじゅ」等の関連施設を2030年前後までに設
置。
– 軽水炉相当分のコストとリスクは民間事業者が負担。それを超

えるコストとリスクは国が相当程度の負担。
– 事業経営に長じた民間事業者が実質的に運営することが適当。

ただし当面国が相当程度関与することが必要な場合も想定され
得る。

– 民間事業者の実施主体への参画が必要。JAEAが実施主体に
参画することが有益。

• 六ヶ所再処理工場の操業終了時（2045年頃）に第二再
処理工場の操業開始。
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電力自由化小と原子力に関する小委員会
（田中知委員長）での検討

・ 電力自由化の進行

PPS（Power Producer & Supplier 特定規模電気事業者）の販売電力にしめ
るシェア 2004 0.82％ が 2009想定 2.10％ 2014想定 2.43％ と増大。
各社需要想定の見通しがより不透明に

• 電力需要の伸びの鈍化

95年まで年平均＋５％だったものが、95-04までは+0.8％。 04-14は
１％と予測。 電力10社計で増設 19GW/10年間トータルは原発10基以上だが
需要増の小さい電力会社では１基に満たない。

• 初期投資が大

1.4GW原発1基で初年度600億円の減価償却。経常利益を上回る電力も現れ
る。

→ 示唆：広域運営・共同開発
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原子力発電固有のリスクの整理

• 立地リードタイムの長期化
新規火力リードタイム（立地申し入れから運用開始まで）は
10年だが原発は20年以上（平均立地繰り延べ8.9年）。

20年前の需要想定が旧くなるリスク

• 国際的なフレームワークや国内の安全規制変更
• バックエンドへの対応

廃炉費用約500億円/炉
第2再処理工場分の処理費用未積立

• 計画外停止の長期化、他地域への波及
• 地震その他

• 一時的な需要落ち込み
ベースロードに近づく正月やGWのこと。

→ 指向：ベースロード超分の負荷追従運転
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電気事業者の認識

• 国への要望（築館委員 東京電力/電気事業連合会）

１ 安全を前提とした科学的・合理的な規制
２ 地方自治体に対する国のリーダーシップの発揮
３ バックエンド対策の整備

その上で政策大綱の目標「３０～４０％程度以上」を政府
と共有して達成したい。
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文部科学省科学技術・学術審議会
原子力分野の研究開発に関する委員会

昨年8月から審議開始。

審議事項

• 高速増殖炉サイクル技術開発の進め方

• 核融合研究開発の進め方

• RI・研究所廃棄物の処理処分への取組

• 量子ビームテクノロジー研究開発の進め方

• 原子力研究開発基盤の整備

• 原子力の研究開発における国際協力

• その他の事項 安全研究、基礎基盤研究等
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文部科学省科学技術・学術審議会
原子力分野の研究開発に関する委員会

• 「FS Phase II」のチェックアンドレビュー
6月 中間報告 10月 最終報告

・ 廃棄物作業部会
○JAEAの研究所廃棄物処理処分「80年で2兆円」の問題
○事業者廃棄物との関係（TRU廃棄物等）

第4回 3月中旬 諸外国の現状 処分事業の概要
第5回 4月上旬 処分事業の実施体制
第6回 中旬 処分事業実施までのロードマップ 資金確保方策
第7回 5月上旬 国民の理解増進 廃棄物に関する研究開発
第8回 中旬 報告書骨子案
第9回 6月上旬 報告書案検討
第10回 中旬 報告書案とりまとめ

処分資金（ＪＡＥＡ運営費、ＲＩ利用者負担） 処分場 事業枠組
安全規制 等が課題
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原子力部会放射性廃棄物小委員会

（ H17．7～ 森嶌昭夫委員長）

主要審議事項

(1)高レベル放射性廃棄物処分関連

特定放射性廃棄物の最終処分に関する計画の改定（５年毎)
特定放射性廃棄物の最終処分費用、拠出金単価の算出方法の見直し
特定放射性廃棄物の最終処分地確保のあり方について

研究開発のありかた

(2)返還廃棄物関連
仏国COGEMA 社のガラスで固化した廃棄体での返還について
英国BNFL 社の低レベル放射性廃棄物と高レベル放射性廃棄物 （ガラス固化体）との交
換による返還について

(3)ＴＲＵ廃棄物処分関連
高レベル放射性廃棄物との併置処分について
ＴＲＵ廃棄物処分の実施主体のあり方や国の関与のあり方について など
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TRU廃棄物処分の検討

○TRU廃棄物の状況
フランスからの返還TRU廃棄物H２５から返還開始

海外返還廃棄物 3,500m3～700m3
（幅は英：廃棄物の交換、仏：固化方式 変更 各提案による）

六ヶ所工場はH19夏 本格操業開始
六ヶ所再処理工場 13,700m3 六ヶ所MOX 600m3
JAEA  8,900m3

○TRU廃棄物処分の論点
１ 事業のありかた

地層処分事業の特殊性を考慮した制度 --- 高レに準じるか
高レ廃棄物と併置処分の検討。実施主体確保と経済性に長所（処分費用が併置だ
と60％に節約との試算あり。）

２ 費用確保のありかた
算定条件、費用算定、費用措置の方法、費用変動への対応、資金管理

３ 国、発生者、処分実施主体の役割
処分地選定への立地促進活動 国民、関係者の理解獲得 技術開発の役割分担
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ＪＡＥＡ TRUレポート から

http://www.jaea.go.jp/05/report/re051128/konkyo/6-01.pdf
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原子力安全・保安部会廃棄物安全小委員会
(石榑 顕吉委員長）高レベル廃棄物規制の検討

第１回目（第１７回）（２月３日）
内外の高レベル放射性廃棄物処分事業及び安全規制制度の現状
各国における高レベル放射性廃棄物等の地層処分の状況、制度の現状
NUMOの取り組み

第２回目（第１８回）（２月２８日）
安全確保の考え方 安全評価の考え方 立地段階の規制機関の関与のあり方

第３回目（第１９回）（３月13日）及び第４回目（第２０回）
建設、操業、閉鎖、廃止の各段階の安全規制のあり方
制度的管理のあり方

第５回目（第２１回）以降
高レベル放射性廃棄物と超ウラン核種を含む放射性廃棄物の併置処分につい
て（原子力委員会、総合資源エネルギー調査会放射性廃棄物 小委員会での議
論）
報告書案について
パブリックコメントの結果について（最終報告書の取りまとめ）

制度化に関連する技術的事項の整理については、必要に応じて地層処分技術ワー
キンググループにおいて検討の上、小委員会で審議を行う 。
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高レベル廃棄物処分安全規制の
いくつかの論点

○ 建設段階以降の安全規制
事業許可申請→開発→定置→埋め戻し→閉鎖→廃止
閉鎖、廃止を事業許可時点でどう判断するか ← 段階的アプローチ (IAEA,NEA)
ステップから次のステップの間の時間は長いのでステップ毎に判断し先のステップでの
判断はその時点の最新の知見や社会状況も踏まえきめることとする。

○ 制度的管理 (IAEA)
法律に基づいて指定された当局又は公的機関による放射性廃棄物サイトの管理
・能動的 モニタリング サーベイランス 修復
・受動的 土地利用制限 その前提として記録保存内容は？ 安全評価上の位置づけは？
期間は（事業終了、終了後一定期間、永久）？

○ 回収可能性の維持
処分場システムが具備する能力であり、何らかの理由によって回収が望まれた場合に
廃棄物体を回収すること 意義：将来の世代にその世代の決定を行うオプションを残すこ
と ←→ 可逆性を可能とする対策により安全性又は性能に許容できない悪影響を及ぼ
さないこと （とりだすことを前提とする「中途半端」な地層処分で安全が確保できるのか）
どの時点まで回収可能性を維持するか。いつまでも回収可能概性を維持することは処
分概念と相容れないのでないか
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資源エネルギー総合調査会総合部会

（黒田昌裕部会長）今次のミッション

• 5月まで 経産省の新・国家エネルギー戦略に助言
今後20年くらいの長期を見たもの。
予算獲得に向け施策にメリハリつける（事務局）
戦略は7月にまとめられる骨太に反映。

• 8月まで エネルギー基本計画のとりまとめ
法律による定期改訂。各施策にまんべんなく目配り（事務局）。
パブコメを経て10月閣議決定予定

• 分科会からの入力
石油分科会 電力ガス事業分科会 エネルギー安全保障分科会 エネル

ギー広報分科会 等
原子力部会は、3月29日の審議で課題一巡、5月に総合部会に報告。基本

計画に向け6月に各小委の報告を受け報告書とりまとめ
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資源エネルギー総合調査会総合部会
今後のスケジュール

2回 3月22日 課題整理 新国家エネルギー戦略素案
3回 4月12日 エネルギー安全保障 石油天然ガス
4回 5月15日 環境 新エネ 省エネ 技術開発 広報
5回 5月29日 電力政策（原子力 電気ガス事業） 特別会計

新国家エネルギー戦略とりまとめの報告
改訂基本計画骨格の検討

6回 6月下旬 各部会の検討結果聴取
改訂基本計画スケルトンとりまとめ

小委員会1回目 7月上旬 議論
小委員会2回目 7月下旬 部会への報告まとめ
7回 ８月下旬 エネルギー基本計画案とりまとめ
パブリックコメント
8回 9月中・下旬 基本計画最終とりまとめ
10月 閣議決定

※ 新国家エネルギー戦略の審議の詳細については 戦略調査レポート０６０４０７：経済
産業省のエネルギー戦略・原子力政策の中間とりまとめ（案）について 参照。
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総合科学技術会議
第3次科学技術基本計画（２００6ｰ10）のポイント

・「重点推進4分野」 と 「推進4分野」
ライフ ナノ 情報 環境 エネルギー 製造技術 社会基盤 フロンティア

・重要な研究開発課題 ⊃ 戦略重点科学技術 ⊃ 国家基幹技術
２７３課題 ６２課題 5課題
戦略重点科学技術のうち、大規模プロジェクトで集中投資が必要な「国家基幹技術」には、
次世代スーパーコンビュータ、宇宙輸送システム、海洋地球観測探査システム、高速増殖炉
サイクル技術、Ⅹ線自由電子レーザーが該当。

・投資目標
対GDP１％ GDP名目成長率３．１％前提 で ２５兆円／5年間

※詳細は戦略調査レポート051115：次期(FY2006-2011)科学技術基本計画の案について 参照。
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総合科学技術会議の今後の流れ
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第3期科学技術基本計画下の

実質最初の資源配分

・「5年間で25兆円」を目指した資源確保

・国民の視点の重視
→いつどのように役立つかの説明

・戦略重点科学技術等の詳しい評価
と資源の集中
→国家基幹技術の新規評価

骨太、予算
編成方針

予算編成
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総合科学技術会議の
資源配分のイメージ

重要な研究開発
課題

戦略重点科学技
術（国家基幹技術
含む）

その他

ＦＢＲサイクル
ＩＴＥＲ 高レ

廃止・廃棄物
基礎基盤・不
拡散 高温ガ
ス炉 安全
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経済財政諮問会議 財務省等

基
本
方
針
20
07
（
骨
太
の
方
針
）
（6
月
）

平
成
19
年
度
予
算
編
成
方
針
（
６
月
）

グローバル
経済戦略

新国家エネ
ルギー戦略

新経済成長
戦略

経済産業省

（5月）

資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
総
合
調
査
会

原
子
力
部
会

総
合
部
会
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経済財政諮問会議
提出資料
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•環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための、基本的な計画
•環境基本法第１５条に基づく閣議決定計画として、平成６年に第一次計画を、平成12年に第二次

計画を策定国民からのご意見を受け、中央環境審議会で最終案文を検討し、３月末を目途に、
環境大臣に答申、答申を受けて閣議決定の予定。 2月末まで意見募集中。

（第三次環境基本計画（案）のポイント）

２．重点分野ごとの政策を明示
•・環境に係る情報の提供と積極活用を通
じた、環境の価値が積極的に評価される
市場づくり
•・環境教育・学習や地域コミュニティ再生
を通じた、環境保全の人づくり・地域づくり
•・50年先を見通し、バックキャスト手法を

用いた超長期ビジョンの策定 等

１．今後の環境政策の展開の方向を明示
•・環境、経済、社会の統合的な向上
•・持続可能な国土・自然の形成
•・予防的な取組方法の考え方も活用した
施策決定と、施策変更の柔軟化
•・国際的な戦略を持った取組の強化 等

３．計画の効果的推進のための枠組み
•・各主体に期待される役割を重点分野ごとに明示
•・重点分野ごとに具体的な指標、目標を策定するとともに、総合的環境指標を設定し
、計画の進捗状況を点検 等

第三次環境基本計画（案）の概要

http://www.env.go.jp/policy/info/3rd_kihon/
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環境基本計画の要点

政府の第3次環境基本計画の案が2月に公表され意見募集中。

・ 原子力は、新エネ活用、天然ガスシフトと並びで、「安全確保
を大前提」に「着実に」推進。

・ エネルギーでは、省エネのほか、バイオマス、ごみ発電の強
調が目立つ。

・ 計画は意見募集、ヒアリングを経て本年中に政府決定の見
込み。
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第1、2次環境基本計画での原子力
第1次計画 平成6年12月
http://www.env.go.jp/policy/
kihon_keikaku/plan/kakugi0
61206.html

第2次計画 平成12年12月
http://www.env.go.jp/policy/kihon_keikaku/plan/kakugi121222.html

原子力については、同11年の株式会社ジェー・シー・オーの東海村ウラン

加工工場における臨界事故を踏まえて同年事業者の保安規定の遵守状況の検
査等を内容とする原子炉等規制法の改正原子力災害対策特別措置法の制定
が行われたほか、同12年６月に「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」

の制定が行われるなど、放射性廃棄物の処理処分対策などを充実させながら、
安全性の確保を前提として国民的議論を行い、国民の理解を得つつ、原子力の
開発利用が進められています。

発電部門において、原子力
の開発利用については、原
子力基本法等に基づき、放
射性廃棄物の処理処分対策
等を充実させつつ、安全性の
確保を前提として進めるとと
もに、水力、地熱、太陽光、
風力、天然ガス等の利用を進
める。また、太陽電池、燃料
電池等の分散型電源の導入
等を進める。

原子力の開発利用については、同11年原子炉等規制法の改正、同12年６

月に「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」の制定が行われるなど、放
射性廃棄物の処理処分対策等を充実させながら、安全性の確保を前提として、
国民的議論を行い、国民の理解を得ながら進められています。

ｅ 安全性の確保を前提とした原子力の開発利用

原子力の開発利用については「原子力基本法」などに基づき、放射性廃棄
物の処理、処分対策などを充実させながら、安全性の確保を前提として、国民的
議論を行い、国民の理解を得つつ進めます。

原子力の開発利用について
は、二酸化炭素排出抑制に
資することから、原子力基本
法等に基づき、放射性廃棄
物の処理処分対策等を充実
させつつ、安全性の確保を前
提として進める。

また、原子力の開発利用については、二酸化炭素排出抑制に資することか
ら「原子力基本法」などに基づき、放射性廃棄物の処理処分対策等を充実させ
ながら、安全性の確保を前提として進めます。

第２次計画は 「放射性廃棄物対策」、「国民の理解」に言及、「着実な」はなかった。
ヒアリング・パブコメの具合によっては戻る可能性もあるか。
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自由民主党の調査・審議体制

• エネルギー戦略合同部会（尾身幸次会長・大島理森会長代理）

原子力推進戦略分科会（大島理森座長）

国家エネルギー戦略、エネルギー基本計画 等

• 科学技術創造立国推進調査会（渡海紀三郎会長）

科学技術関係予算総合科学技術会議の活動、

重点戦略科学技術（含む国家基幹技術）等

• 文部科学部会科学技術専任部会（宇野治専任部会長）

科学技術関係法案 科学技術関係人材育成

文部科学省の科学技術活動全般

• 経済産業部会原子力政策勉強会（松島みどり部会長）

高速増殖炉サイクル、原子力開発全般
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エネルギー（原子力、化石燃料、再生可能エネルギー）、環境の全体を俯瞰した資金配
分がなされるようになるか。

＋剰余金

1009億円 等
＋剰余金

２６１８億円 等
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要 点（Ｒｅｐｒｉｓｅ）
• 原子力委員会が昨年１０月に原子力政策大綱を決定したことを受け、昨年

後半からその具体化の政策について議論。５、６月に報告がとりまとめられ
る予定。
– 文部科学省 科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会

• 高速増殖炉サイクルの実用化戦略調査研究、ＲＩ・研究廃棄物処分の方策、ＩＴＥＲ計
画への取組等

– 経済産業省総合資源エネルギー調査会の電気事業分科会原子力部会
• 電力自由化の影響、第２再処理工場計画、高速増殖炉の研究開発体制、高レベル廃

棄物とＴＲＵ廃棄物の規制と事業推進等

• 原子力に関連する政府の審議
– 総合科学技術会議の科学技術政策

• 今年度から５カ年の第３次科学技術基本計画の下で資源を重点的に配分する戦略重
点科学技術等を選定

– 経済産業省のエネルギー政策
• 新・国家エネルギー戦略 エネルギー基本計画

– 環境省の環境基本計画政策

• 原子力機構の今後の事業を企画する上で重要なこれらの動きを与党におけ
る検討を含め紹介する。


	原子力政策審議の動向について
	要　点
	原子力政策大綱（平成17年10月）�のポイント
	FBR実用目標時期の変遷
	総合資源エネルギー調査会電気事業分科会�原子力部会
	原子力部会中間骨子案（平成18年2月24日）�のポイント（ＦＢＲと第２再処理工場）
	電力自由化小と原子力に関する小委員会�（田中知委員長）での検討　
	原子力発電固有のリスクの整理
	電気事業者の認識
	文部科学省科学技術・学術審議会�原子力分野の研究開発に関する委員会
	文部科学省科学技術・学術審議会�原子力分野の研究開発に関する委員会
	原子力部会放射性廃棄物小委員会�（ H17．7～　森嶌昭夫委員長）　
	　TRU廃棄物処分の検討
	原子力安全・保安部会廃棄物安全小委員会�(石榑 顕吉委員長）高レベル廃棄物規制の検討
	高レベル廃棄物処分安全規制の�いくつかの論点
	資源エネルギー総合調査会総合部会�（黒田昌裕部会長）今次のミッション 
	資源エネルギー総合調査会総合部会�今後のスケジュール
	総合科学技術会議�第3次科学技術基本計画（２００6ｰ10）のポイント
	総合科学技術会議の今後の流れ
	総合科学技術会議の�資源配分のイメージ
	経済財政諮問会議　財務省等
	第三次環境基本計画（案）の概要
	環境基本計画の要点
	第1、2次環境基本計画での原子力
	自由民主党の調査・審議体制
	要　点（Ｒｅｐｒｉｓｅ）
	第
	米国における原子力発電の経済性と燃料サイクルの位置づけ
	原子力政策審議の動向について




